
 

１ 転倒労働災害の推移 

 神奈川県内で労働災害により 4日以上仕事を休む方のうち、転倒による労働災害は増加
している。 

 
 

２ 転倒労働災害の業種別被災者数（平成26年1～12月） 

（１）業種別の被災者数 

 
平成 26年に発生した転倒災害の被災者数は、上位から商業・製造業・保健衛生業・運輸交

通業・清掃業の順であり、第三次産業において多くの転倒災害が発生している。 
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（２）転倒労働災害が占める割合（平成26年1～12月） 

 

 
 転倒災害の発生割合が高い業種は、上位から通信業・ビルメンテナンス業・小売業・食料品製

造業・社会福祉施設・飲食業等の順番となっている。 
 一方、転倒災害の発生件数では、小売業・社会福祉施設・道路貨物運送業・ビルメンテナンス

業・食料品製造業等の順となっており、第三次産業を中心に転倒災害が多発している状況にある。 
 
３ 第三次産業重点業種における転倒労働災害  

（１）小売業 
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小売業では、被災者の 68%が女性である。また、50歳代以上の被災が 61%を占め
ている状況にあり、高年齢労働者による転倒災害が多く発生している。 



（２）社会福祉施設 

 
 社会福祉施設では、就労者の多くが女性となっていることが特徴の一つとなってお

り、転倒災害の男女別発生割合でも 86%が女性で占められ、第三次産業で最も多い女
性の発生割合となっている。 
 
（３）ビルメンテナンス業 

 
 ビルメンテナンス業は、他の第三次産業の中でも就労年齢が高いことが特徴となっ

ており、被災者の 74%が女性であるが、被災者年齢の 82％以上が 50歳代以上の高年
齢労働者となっている。 
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神奈川労働局管内で発生している「転倒災害」の約３割は、「通路」が原因で発生しております。 

原因となった「通路」には、清掃直後や作業での「水濡れ」によるものや「電気コード等」が通路に散乱し

ているもの、通路の「段差」で躓いたもの等となっております。 

また、「作業に適していない作業靴」を履いていたことにより転倒したものや加齢に伴う「身体機能の衰え」

により転倒したものとなっており、転倒災害は様々な要因のもとで発生している状況にあります。 

このため、各事業場で転倒災害防止対策に取り組むには、過去に発生した「転倒災害」の原因を様々な角度

から分析し、原因ごとに有効な対策を検討していき、設備対策・リスクアセスメント・危険予知訓練・安全衛

生教育等の取組を効果的にすすめていくことが、転倒災害を未然に防止するポイントと考えております。 

 



１ 小売業における改善事例！ 

   

 

 

 

 

 

 

２ 食料品製造業における改善事例！

  神奈川県内において、過去に年間 10件ほどの転倒災害を毎年発生させていた水
産食料品製造業が、事業者・安全担当者・労働者が一体となって、問題意識の共有

化を図り、水産加工場特有のある「リスク」を排除したことにより、平成 18年か
ら転倒災害「ゼロ」を継続している事業場の好事例です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・・・あなたの靴底大丈夫？ 

靴底がすり減っている長靴で作業！ 

・転倒災害の危険性が大きい！！ 

 

・靴底がよく見え、お互いの靴底を確認できるよう

になり、自然と清潔感を心がけるようになった。 
・すり減っている作業靴がなくなり、転倒災害防止

に大きく結びついた。 

※ これらは、全員参加型の安全

衛生改善提案制度により、労働

災害が大幅に減少した企業の

事例です。 

 
 鮮魚等の水産加工場は、床面が水で濡れ長靴作業

が当たり前となっていたが、水濡れの原因を絶つこ

とによって、床をドライ化することに成功！ 

ドライ化により労働者の足が濡れなくなったの

で、作業靴を短靴に変更し、作業負担を軽減！ 

 
作業場所や通路が水濡れを起こす最大原因となっ

ていた「シンク」の周囲は、転倒災害を最も多く発

生させていた場所であったことから、シンクの周囲

に水の「飛散防止材」を取り付けたことにより、床

が濡れなくなり、転倒災害が激減した。 

転倒災害防止について・・・詳しくは 

神奈川労働局労働基準部安全課 まで御連絡を！（電話 ０４５－２１１－７３５２） 


